
法令及び定款に基づく
インターネット開示事項

連結注記表
個別注記表

（2019年６月１日から2020年５月31日まで）

大黒天物産株式会社

連 結 注 記 表 及 び 個 別 注 記 表 に つ き ま し て は 、 法 令 及 び 当 社
定 款 第 1 5 条 の 規 定 に 基 づ き 、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ
（https://www.e-dkt.co.jp/ir_info.html）に掲載することにより
株主の皆様に提供しております。



連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　22社
主要な連結子会社の名称
　㈱西源
　瀬戸内メイプルファーム㈱
　マツサカ㈱
　㈱小田商店
　マミーズ㈱

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法
ロ　たな卸資産

商品及び製品
小売部門　　　　　　　　売価還元法による低価法

ただし、生鮮品は最終仕入原価法による原価法（貸借対照
表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

小売部門以外　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）

仕掛品　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産　　　　　　定率法
　（リース資産を除く）　　　ただし、営業店舗以外の建物（建物附属設備を除く。）は

定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　３～39年
工具器具備品　　２～20年

ロ　無形固定資産
（リース資産を除く）

ソフトウエア　　　　　　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産　　定額法
ハ　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証額の
取り決めがある場合は当該残価保証額）とする定額法を採
用しております。なお、リース取引開始日が2008年５月
31日以前のリース取引については賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっております。

⑶　重要な引当金の計上基準
イ　貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

ロ　賞与引当金　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づく当
連結会計年度負担額を計上しております。

⑷　退職給付に係る負債の計上基準
一部の子会社の従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の計算については、簡便法を採用
しております。

⑸　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ　消費税等の会計処理　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。
ロ　連結納税制度の適用　　　当社及び一部の連結子会社は、当連結会計年度より連結納

税制度を適用しております。
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（追加情報）
１．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社及び一部の連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第
８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあ
わせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通
算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020
年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及
び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

２．新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて
　新型コロナウイルス感染症拡大による影響に関して、当社グループはお客様・従業員の
安全を最優先に予防措置を講じつつ営業を継続しており、当連結会計年度に与える影響は
限定的であります。
　しかしながら新型コロナウイルス感染症は経済、企業活動に広範な影響を及ぼす事象で
あるため、当社グループにおいては当該感染症の影響が、今後少なくとも2021年５月期
まで続くものと仮定し、繰延税金資産の回収可能性の判断や減損損失の判定に用いるなど、
一定の仮定のもと会計上の見積りを会計処理に反映しております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明であり、かつ、影響についての不
確定要素が多いため、当社グループの翌連結会計年度の財政状態、経営成績に影響を及ぼ
す可能性があります。

（連結貸借対照表関係）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産
建物及び構築物 342百万円

計 342百万円
⑵　担保に係る債務

短期借入金 7百万円
長期借入金 92百万円
預り保証金 20百万円

計 120百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 35,567百万円
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３．当座借越契約
運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行11行と当座借越契約を締結しております。
当連結会計年度末における当座借越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当座借越極度限度額 12,200百万円
借越実行残高 550百万円

差引額 11,650百万円

（連結損益計算書関係）
減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは、以下の資産について減損損失を計上いたしま
した。

用途 場所 種類 減損額（百万円）

店舗用資産
（2店舗） 中国地方 建物及び構築物、その他 326

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位である店舗ごとに資産のグルー
ピングを行っております。
　営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、今後も収益改善の可能性が低いと判断
した店舗は、各資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失
に計上しております。なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額によっており零と
しております。

（連結株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類及び総数

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 14,474,200株 －株 －株 14,474,200株

２．配当金支払額
2019年８月21日開催の第33回定時株主総会において、次のように決議しております。
イ　配当金の総額 350百万円
ロ　１株当たり配当額 25円
ハ　基準日 2019年５月31日
ニ　効力発生日 2019年８月22日
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３．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの
2020年８月19日開催予定の第34回定時株主総会において、次の議案を付議いたします。
イ　配当金の総額 376百万円
ロ　１株当たり配当額 27円
ハ　配当の原資 利益剰余金
ニ　基準日 2020年５月31日
ホ　効力発生日 2020年８月20日

４．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを
除く）の目的となる株式の数
　新株予約権につきましては、権利行使期間の初日が到来していないので、記載を省略し
ております。

（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、余資の資金運用については流動性、安全性を重視した預金等で運用し、
また、資金調達については設備投資計画に照らして、必要な資金を銀行等金融機関からの借
入及びリースにより調達しております。なお、資金調達の効率化及び安定化を図るため、取
引銀行11行と当座借越契約を締結しております。
　投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが定期的に時価を
把握しております。建設協力金、差入保証金は、主に店舗の賃貸借契約によるものであり信
用リスクに晒されておりますが取引先ごとの残高管理を行うとともに信用状況を把握する体
制を構築しております。借入金については、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達、長
期借入金は主に設備投資に係る資金調達であり、主に固定金利で調達することによりリスク
の低減を図っております。なお一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されてお
りますが、定期的に金利の動向を把握し、短期・長期、固定金利・変動金利のバランスを勘
案して対応することでリスクの軽減を図っております。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、月次に資金繰計画を作
成するなどの方法により管理するとともに、主要取引銀行と当座借越契約により充分な手許
流動性を確保しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年５月31日（連結会計年度末）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものは、下表には含まれておりません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
⑴　現金及び預金 7,446 7,446 －
⑵　投資有価証券

その他有価証券 368 368 －
⑶　建設協力金（※１） 1,985 2,196 211
⑷　差入保証金 4,825 4,764 △61

資産計 14,626 14,776 150
⑴　買掛金 14,988 14,988 －
⑵　短期借入金（※２） 3,793 3,799 6
⑶　長期借入金 3,112 3,106 △6
⑷　リース債務（※３） 475 481 6
⑸　未払法人税等 2,048 2,048 －

負債計 24,419 24,425 5
（※１）建設協力金には、１年内回収予定の金額を含んでおります。
（※２）短期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
（※３）リース債務には、１年内返済予定の金額を含んでおります。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
　　資産
　　⑴　現金及び預金

短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

　　⑵　投資有価証券
　　　　投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。
　　⑶　建設協力金、⑷　差入保証金

これらは回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債
の利回りを基礎とした合理的な割引率で割り引いた現在価値により算定しておりま
す。
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　　負債
　　⑴　買掛金、⑸　未払法人税等

これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

　　⑵　短期借入金、⑶　長期借入金、⑷　リース債務
短期借入金及び長期借入金のうち固定金利によるもの及びリース債務は、元利金の
合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法
によっております。なお、短期借入金及び長期借入金のうち変動金利によるものは
短期間で市場を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた
め、当該帳簿価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 6
これらについては、市場性等がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから「資産⑵　投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

（資産除去債務関係）
　１．当該資産除去債務の概要

店舗等の土地及び建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
　２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を建物の耐用年数である７年～39年と見積り、割引率は0.1％～2.2％を使
用して資産除去債務の金額を計算しております。

　３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
　　　　期首残高 2,544百万円
　　　　有形固定資産の取得に伴う増加額 160百万円
　　　　時の経過による調整額 31百万円
　　　　期末残高 2,736百万円

（１株当たり情報）
１．１株当たり純資産額 2,598円76銭
２．１株当たり当期純利益 267円50銭

（重要な後発事象）
記載すべき事項はありません。
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個別注記表

（重要な会計方針）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券
　時価のあるもの　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　時価のないもの　　　移動平均法による原価法

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
①　商品及び製品

小売部門　　　　　　売価還元法による低価法
ただし、生鮮品は最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額
は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

小売部門以外　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法）

②　原材料及び貯蔵品　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）　　　　　　　定率法

ただし、営業店舗以外の建物（建物附属設備を除く。）は定額法
によっております。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）　　　　　　　定額法
⑶　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証額の取り決
めがある場合は当該残価保証額）とする定額法を採用しておりま
す。なお、リース取引開始日が2008年５月31日以前のリース取
引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ
っております。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づく当事業年
度負担額を計上しております。
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４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　消費税等の会計処理　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
⑵　連結納税制度の適用　当社及び一部の連結子会社は、当事業年度より連結納税制度を適用

しております。

（追加情報）
１．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社及び一部の連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第
８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあ
わせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通
算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020
年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及
び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

２．新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて
　新型コロナウイルス感染症拡大による影響に関して、当社はお客様・従業員の安全を最
優先に予防措置を講じつつ営業を継続しており、当事業年度に与える影響は限定的であり
ます。
　しかしながら新型コロナウイルス感染症は経済、企業活動に広範な影響を及ぼす事象で
あるため、当社においては当該感染症の影響が、今後少なくとも2021年５月期まで続く
ものと仮定し、繰延税金資産の回収可能性の判断や減損損失の判定に用いるなど、一定の
仮定のもと会計上の見積りを会計処理に反映しております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明であり、かつ、影響についての不
確定要素が多いため、当社の翌事業年度の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があ
ります。

（貸借対照表関係）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産
建物 342百万円

計 342百万円
⑵　担保に係る債務

短期借入金 7百万円
長期借入金 92百万円
預り保証金 20百万円

計 120百万円
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２．有形固定資産の減価償却累計額 27,735百万円
３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 1,077百万円
長期金銭債権 11,466百万円
短期金銭債務 402百万円
長期金銭債務 89百万円

４．保証債務
次の関係会社の金融機関からの借入債務及び取引先からの仕入債務に対し債務保証を行っ
ております。

㈱恵比寿天（借入債務） 678百万円
㈱西源（借入債務・仕入債務） 565百万円
オリーブ水産㈱（仕入債務） 7百万円
マミーズ㈱（仕入債務） 1百万円
　計 1,253百万円

（損益計算書関係）
　関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 4,561百万円
仕入高 484百万円
その他の営業取引 734百万円

営業取引以外の取引による取引高 273百万円

（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 450,020株 95,300株 －株 545,320株
 

　（注）当事業年度増加株式数は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得95,300株でありま
す。
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（税効果会計関係）
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 126百万円
未払事業税 115百万円
未払金 141百万円
商品及び製品 51百万円
減価償却費 2,084百万円
借地権 321百万円
土地 27百万円
貸倒引当金 829百万円
資産除去債務 653百万円
関係会社株式 203百万円
その他 124百万円
繰延税金資産小計 4,679百万円
評価性引当額 △985百万円
繰延税金資産合計 3,693百万円

繰延税金負債
資産除去債務に係る除去費用 △272百万円
その他有価証券評価差額金 △18百万円
固定資産圧縮積立金 △24百万円
繰延税金負債合計 △314百万円
繰延税金資産の純額 3,378百万円
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（リース取引関係）
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）
⑴　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物、土地(注) 1,383百万円 994百万円 388百万円

合計 1,383百万円 994百万円 388百万円
（注）不動産に係るリース取引については、建物と土地を一体として判定しております。
⑵　未経過リース料期末残高相当額

１年内 78百万円
１年超 389百万円

合計 467百万円
⑶　支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 89百万円
減価償却費相当額 69百万円
支払利息相当額 13百万円

⑷　減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑸　利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配
分方法については、利息法によっております。

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありません。

２．オペレーティング・リース取引
未経過リース料

１年内 1,643百万円
１年超 11,326百万円

合計 12,970百万円
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（関連当事者取引関係）
１．子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議 決 権 等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社

㈱恵比寿天 100％ 不動産賃借等
不 動 産 賃 借

△74
流 動 資 産
「 そ の 他 」 74

建 設 協 力 金 1,370

－ 差 入 保 証 金 242

利 息 の 受 取 18 － －

瀬戸内メイプ
ルファーム㈱ 100％ 資金貸借関係

資 金 の 貸 付 50 長期貸付金 3,520

利 息 の 受 取 15 － －

マミーズ㈱ 100％ 資金貸借関係
資 金 の 貸 付 － 長期貸付金 1,989

利 息 の 受 取 4 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)⒈　資金の貸付及び不動産賃借に係る取引金額は、当事業年度における純増減額（△は純減

少額）によっております。
⒉　資金の貸付については、担保は受け入れておりません。
⒊　資金の貸付金利については、市場金利を勘案して決定しております。
⒋　建設協力金は返済期間20～30年、毎月賃料との相殺返済としております。
⒌　子会社への長期貸付金及び建設協力金等に対し、2,436百万円の貸倒引当金を計上して

おります。なお、当事業年度において357百万円の貸倒引当金繰入額を計上しておりま
す。

２．役員及び個人主要株主等

種 類
会 社 等 の
名 称
又 は 氏 名

所 在 地
資本金又は
出 資 金
(百 万 円 )

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の所有
（被所有）割
合 （ ％ ）

関連当事者と
の 関 係

取 引 の
内 容

取 引 金 額
(百 万 円) 科 目 期末残高

(百万円)
役員及びそ
の近親者が
理事の過半
数を占める
財 団 法 人

一般財団法人大
黒 天 奨 学 財 団

岡山県
倉敷市 － (注)1 － － 寄 付 48 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)⒈　当該財団の活動目的は、学生及び生徒のうち経済的支援を必要とする優れた人材に対し

て、奨学金を支給することにより、社会に有用な人材を育成することを目的としており
ます。

⒉　財団への寄付金拠出額については、取締役会の承認に基づき決定しております。
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（１株当たり情報）
１．１株当たり純資産額 2,643円58銭
２．１株当たり当期純利益 256円57銭

（重要な後発事象）
　記載すべき事項はありません。
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